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１．物流計画策定の目的

第３段階の放射性ナトリウム機器の解体時に発生する解体撤去物の搬出経路を確保した上で、所外に搬出するため、解
体撤去物の搬送、切断、ナトリウム洗浄及び保管等が時間的・エリア的に干渉しないよう、解体時期、解体エリア及び解体
撤去物に係る必要な設備・スペースを確保する物流方策を決めることが重要である。



取水口回りの保管
エリアにスペース
確保を想定
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２．解体と物流の関連性（水蒸気系、2次系及び1次系の解体と物流の関係）

解体前
処理及び
解体撤去

2次解体
切断

ナトリウム
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棄物廃棄
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放射性廃
棄物廃棄
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解体前
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解体撤去

2次解体
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ナトリウム
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一時保管 搬出

解体
切断 一時保管 搬出

水蒸気系
設備

２次系
設備（主機）

１次系
設備

→：解体撤去物の移動 赤字：使用エリア
緑字：移動経路
点線囲み：解体後エリアの利活用

原子炉補助建
物に拡張した管
理区域エリア

原子炉建物の
設置場所

原子炉補助建物
の設置場所

原子炉建物の
設置場所又は
管理区域の専
用の解体エリア

メンテナンス補
助建物の機器
洗浄設備

今後検討

• 解体に関連する諸作業に必要なスペースの確保においては、先行する設備解体により新たに生まれるスペースをできる限り活用するとともに、
作業スペースへの移送が安全、確実に行えることが必要である。

• もんじゅの設備解体は、水蒸気系、2次系、1次系、原子炉容器・EVST系の順に行うので、まずはタービン建物の設備解体で得られるスペース
を有効に利用した２次系設備（主機）の解体時の物流方策を策定するとともに、第3段階以降の1次系設備（主機）の物流方策に反映することが
重要である。

タービン建物

※解体撤去物の一
時保管までの移動
経路は複数ケース
検討している状況（9
ページ参照）

タービン建物→取水口回り保管エリア

今後検討

今後検討

【当面解決すべき課題】
解体方法（設置場所での解体方法、
2次解体の場所、方法、移送のため
の揚重設備等）を定める必要がある。

【凡例】

解体対象設備に係る解体時の物流のイメージ
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３．水蒸気系と2次系の解体・物流計画の検討状況
（１）2次系主機の解体方法の選定(1/2)

→：解体撤去物の移動（揚重設備等（新設）が必要）
赤字：使用エリア
青字：設備対応
点線囲み：解体後エリアの利活用

解体開始からナトリウム洗浄に至る物流の成立性のイメージを確認するため、解体工法を設置場所での解体、搬出先での解体
によって、解体エリアの確保、移動経路の確保、設備対応に違いがあることを整理した。２次系主機の物流検討のケーススタ
ディを次ページに示す。

解体工法 ナトリウム洗浄

メンテナンス廃棄物・処
理建物

タービン建物の水蒸気
系設備解体撤去後の空

エリア

共通保修設備の機器洗
浄設備（既設）

ナトリウム処理設備
（新設）

設置場所
（原位置）解体

搬出先解体

切断（粗切断）

設置場所（原位置）

設置場所
（原位置）

切断（細切断）

搬出先

一時保管

一時保管
エリア

２次系主機の物流検討（イメージ）

設置場所（原位置）

一時保管
エリア

解体からナトリウム洗浄までの物流フロー

【課題】当該設備は管理区域に設
置しており、非放射性ナトリウム
機器を管理区域で取り扱うという
廃棄物管理上の問題がある。

【利点】当該設備は非管理区域に
設置するので、廃棄物管理上の
問題はない。
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２次系（主機）解体工法選定のケーススタディ

検討プロセス 搬出先解体工法（一体吊上げ）
原位置解体工法
（１０ｔ屋上クレーン）

原位置解体工法（一体吊上げ、一時仮置）

概 要
建設逆手順で、A/B(非管理区域）屋上から、主機を一体で吊り出す工法。搬出先
で一体の状態から粗切断し、その後、細断・洗浄場のあるT/Bに搬入し、解体する。

既設10ton屋上クレーンを使用
して、主機を順に上部から粗
解体し、屋上を経由して、T/B
に搬入し、解体する。

一体吊上げ、搬出先で仮置き、既設建屋内
機器解体後に、再度、主機を戻し、その場で
解体する。

検討1
吊り上げ工法の

選定
超大型クレーン方式 屋上仮設クレーン(220t)＋架構方式 ー 《一体吊上げ工法と同じ》

検討2
撤去先の成立性

検討
T/B横(変圧器撤

去跡）
ＤＧ室（DG撤去跡） ISI建屋エリア その他 － 簡易仮置き場

検討3
吊り上げ搬出ルー

トの選定
海側ルート案（建設時同様） 山側ルート案 － 《一体吊上げ解体工法と同じ》

検討4
解体工法成立性

検討
残留Na安定化処理後の主機を一体化の状態から粗細断する工法が成立するか
の検討（代表としてEVAを対象）

既設10ton屋上クレーンを使用
して解体する工法の検討

仮置きしている主機を再度原位置に吊り込み、
解体する工法の検討

検討5
原位置解体法と
の優劣比較

検討4まで進むことができたら、一体吊上げ工法と原位置解体工法の優劣を比較し、適切な工法を選択する。

方針決定
総合評価して、2次系主機解体工法を決定する。

22年度中に有効性評価を行う。

解体から搬出先までの工法を決めるため、吊り上げ工法の選定、搬出先の成立性検討等のケーススタディを実施している。2022
年度中に解体工法を決定する。

ｐ11の①に対応 ｐ11の②に対応

３．水蒸気系と2次系の解体・物流計画の検討状況
（１）2次系主機の解体方法の選定(2/2)
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搬出先解体工法（一体吊上げ）の検討例

廃止措置全体工程を物流的な観点から検討するため、大手プラントメーカや大手ゼネコンが一体となり、ナト
リウム機器の解体撤去物の物流を、建設の逆手順で解体することを前提して検討を着手した。２次系（主機
械：蒸発器、過熱器）の搬出では、建設時に設置していた原子炉補助建物の大型クレーンのような楊重設備
の適用性が検討課題として抽出された。

原子炉補助建物
（海側）の構台

原子炉補助建物（海
側）の大型クレーン

原子炉補助建物（山
側）の大型クレーン

建設時の作業風景（タービン建物側より、原子炉建物を望む）

原子炉補助建物

タービン建物

原子炉建物

原子炉補助建物
の大型クレーン

ｐ11の①に対応 ｐ11の②に対応

３．水蒸気系と2次系の解体・物流計画の検討状況
（2）解体撤去後の2次系主機の移送方法の選定(1/2)



解体工法は、現場ウォークダウンに基づき確認された課題内容、今後の対応方針の整理により、２０２２年度に策定する
予定である。

２次系（主機）解体方法の検討（例）

ｐ11の①に対応ｐ11の②に対応
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３．水蒸気系と2次系の解体・物流計画の検討状況
（2）解体撤去後の2次系主機の移送方法の選定(2/2)

枠内は機密情報のため公開できません



• タービン建物の水蒸気系設備解体後の空エリア及び変圧器（主変圧器、所内変圧器）撤去後の空エリアの利活用と
して、２次系（主機）の解体撤去物は、原子炉補助建物屋上より楊重設備にて吊り上げ、変圧器の空エリアに移動し
新設の解体エリアで切断し、さらに切断物をタービン建物の空エリアに移動したうえで新設するナトリウム処理設備
にてナトリウムを処理することを想定している。

タービン・発電機廻りの解体撤去後の非放射性ナトリウ
ム設備の解体撤去物の保管・物流イメージ

①

② ③④

⑤

解体撤去物流フロー（案）

①
楊重設備（新設）による非放射性ナトリウ
ム設備の取外し

② 切断エリアへの移動

③ 切断エリア搬入、切断

④ 切断物の後処理（洗浄）エリアへの移動

⑤ 切断物後処理

２次系（主機）搬出ルート、タービン建物等の利活用

ｐ11の①に対応 ｐ11の③に対応

３．水蒸気系と2次系の解体・物流計画の検討状況
（3）タービン建物を用いた2次解体以降の作業方法の選定(1/2)
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ナトリウムが付着した非放射性ナトリウム機器の解体撤去物をもんじゅ外に搬出するため、タービン建物内水
蒸気系設備解体後跡地にはナトリウム処理設備を設ける計画である。

ｐ11の③に対応

３．水蒸気系と2次系の解体・物流計画の検討状況
（3）タービン建物を用いた2次解体以降の作業方法の選定(2/2)



新たな管理区域境界
①搬出 ※1

クリアランス装置
（Na付着無）

一時保管エリア
(クリアランス待機)

※1 クリアランス後は、屋外仮設ハウスを一
時仮置き場として設置する。

③搬出 ※1

旧管理区域境界の壁撤去

④搬出 ※1

②搬出 ※1

解体機器移動
専用架台設置

管理区域境界

一体搬出解
体

原位置解
体

原位置

固体廃棄物貯蔵庫 屋外テントハ
ウス

オペフロ M/B

組合わせ
工法

廃棄体化新
設建物

拡張A/B管
理区域

拡張A/B管理区域

廃棄体化新設建物

廃棄体化新設建
物

拡張A/B管
理区域

解体工法

解体場所（粗切断～仮収納）

解体場所（一時保管）

中間貯蔵保管場所

廃棄物処理場所

CLL1～L3

廃棄体化 検認前

検認後

解体（粗切断～一時保管）から廃棄物処理（廃棄体化、中間貯蔵保管、CL物保管）までの搬出ルートを決めるため、ケース
スタディを実施している。CL物の検認前の一時保管エリアを設けるため、２次系解体後の空き区域を管理区域として活用
することを想定している。

解体から廃棄物処理までのエリアの抽出 工法別のケーススタディ、A/B管理区域の拡張

４．１次系の解体・物流計画の検討状況
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５．物流計画策定までの実施フロー（イメージ）

解体廃棄物の発生時期や発生量を踏まえて、各WGで検討したプロセスの仕様検討は、プロセスの輪が完成する
よう、PDCAを回して、最適な仕様、最適な工程に仕上げていく。

物流

検討

安定化方法

解体方法

クレーン設備

運搬設備

解体設備

洗浄設備

Na除去設備

燃焼設備

細断・容器
充填

保管・搬出

（廃棄物管理）

廃棄物戦略業務

技術実証WG業務

技術実証WG業務

土木・建築WG業務

技術実証WG業務

土木・建築WG業務

廃棄物管理業務

汚染分布
評価データ被ばく評価

被ばく評価WG業務

汚染分布
評価データ

系統別の放射能
濃度データ

原子炉補助建物屋
上の大型クレーン

放射能レベル区
分別の物量データ

固体廃棄物貯蔵庫、
拡張A/B管理区域、
放射線測定値(CL
モニタ）、非破壊放
射線検査装置

焼却装置、減容装
置、除染装置、仕分
け切断装置、廃棄
体作製装置

一体搬出解体、原
位置解体、安定化
方法（SHS、WVN、
炭酸塩化）

切断設備

タービン建物内ナトリウム処
理設備、変圧器エリア内ナト
リウム処理設備、共通保修
設備ナトリウム洗浄設備

もんじゅ業務分担

物流戦略会議業務

物流計画の基本方針の策定を進めており、２次系は２０２２年度、１次系は2023年度、サイト内保管については２０２４年
度に策定する。

大型の解体撤去物のサ
イズに応じたクレーン設
備等の容量の検討等

解体設備エリアの位置
に基づいたクレーン設備
等の設置位置の検討

切断物と洗浄設備等の
仕様の整合性確認

廃棄物発生量、固体廃
棄物貯蔵庫容量、搬出

量の収支確認

廃棄物発生量と細断
装置等の仕様の整合

性確認

赤字：検討課題例

黒字：物流の観点か
ら必要な設備例

【凡例】
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６．現在の検討状況（物流計画の全体イメージ）

【ﾀｰﾋﾞﾝ建物の事前準備】
タービン建物内の水蒸気系設備解
体撤去後の利活用のための課題
・Na洗浄装置の設置
・Na焼却設備
・廃棄体化用設備の設置
・保管エリア整備
※下部階も含めた利用計画【原子炉補助建物：2次系主機（海

側）搬出】
・原子炉補助建物内の2次系（主
機）を吊り上げるための大型ク
レーンの設置
・解体撤去物を屋上から地面に
下ろすためのクレーン設備の構台
設置の設置

【原子炉建物】
・1次系の解体撤去物の搬出
ルート確保のための原子炉建屋
内のエリア干渉回避計画

【炉外燃料貯蔵】
・炉外燃料貯蔵槽本体
の搬出ルート確保のた
めのメンテナンス廃棄物
補助建物内のエリア干
渉計画

搬出・廃棄または
別エリア一時保管へ

ﾀｰﾋﾞﾝ建物

原子炉建物

固体廃棄物貯蔵庫

【新建屋】
既設建物内の機器の解体撤去後の利
活用が出来ないため、一時保管用の
新建屋を想定
・ＩＳＯタンク一時保管施設
・燃料体キャスク貯蔵施設
・放射性廃棄物中間貯蔵施設

【第１．２倉庫建屋改造】
既設建物内の機器の解体撤去後の利活
用が出来ないため、既設建屋を改造し一
時保管用として活用
・2次系主機一時仮置き
・燃料体キャスク貯蔵施設

【原子炉補助建物： 2次系主機（山側）
搬出】
・原子炉補助建物内の2次系（主機）
を吊り上げるための大型クレーンの設
置

非放射性の解体撤去物
の移動ルート

放射性の解体撤去物の
移動ルート

原子炉補助建物

解体時の物流を確保するため、建設時に設置していた2次系（主機）用の大型クレーン設備等の設置、ISOタンク等の保管用
の建物を新設することを想定している。また、 2次系（主機）、原子炉容器等、大型機器の移動時の干渉の回避計画を策定
することを想定している。

新設施設・設備は朱
記で示している。

凡例

メンテナンス・廃
棄物補助建物

①

②

③

次頁以降に物流計画のケースしたスタディ等の
検討例を示す。次ページ以降に示す①、②、③
は本ページの項目と対応する。



７．まとめ

• 物流計画の基本方針の策定を進めており、２次系は2022年度、１次系は2023年度、サイト内保
管については2024年度に策定する。

• もんじゅ内の解体廃棄物の発生時期や発生量を踏まえて、各WGで検討したプロセスの仕様検
討は、プロセスの輪が完成するよう、PDCAを回して、最適な仕様、最適な工程に仕上げていく。

• 第２段階より発生する２次系ナトリウム設備（主機は除く。）の解体撤去物については、原子炉
補助建物からタービン建物に移動し、新設する処理設備にて解体撤去物の洗浄を行い、もん
じゅ外に搬出する計画である。
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